
１．はじめに

我が国の電話事業が本格的に始まったのは１８９０

年であり、以降基本的には国営独占の形態がとら

れていた。その後、１９５２年に電気通信省が日本電

電公社に改組、発足し、翌年には国際電気通信部

門が分離されて、国際電信電話株式会社が特殊会

社として発足したが、依然独占的な運営がなされ

ていた。我が国の電話事業が民営化され、競争が

導入されたのは、１９８５年の「第一次情報通信改革」

以降であり、「第一次情報通信改革」後、NCC

（New Common Carrier）各社は収益性の高い長

距離通信分野へ参入し、電話事業の競争は長距離

通信分野から始まった。

電話事業では市内回線網の敷設やその維持のた

めに莫大な固定費が必要なため、規模の経済性が

大きいと言われている。そのため、「第一次情報

通信改革」後も、日本電信電話株式会社（以下

NTT）の地域通信市場での支配的な地位は継続

した。１９９９年７月にはNTT２）が東西の地域会社

と長距離通信部門に分割されるに至るが、東西の

地域会社は依然地域通信市場での支配的地位を

保っている。結果、NTTへは現在も料金規制を

始め各種規制が課せられている。

こうした中、昨今、ITの進展による高度情報

通信ネットワーク社会への速やかな転換が議論さ

れているが、そのためには競争的な通信市場の整

備が急務であると言われている。前述のように固

定系の通信市場についてはNTTが支配的な地位

を保っており、競争的な通信市場の確立のために

は、社会的厚生を基準とした適切な制度設計が必

要となる。

競争促進のための適切な制度設計を社会的厚生

を基準に検討する際には、供給サイドの情報と共

に需要サイドの情報も必要となる。上述のように

電話事業には莫大な設備投資が必要であるため、

我が国の地域通信市場は長くNTTが支配的な地

位を保ってきた。こうしたケースで料金規制がな

い場合には、支配的事業者は自らの利潤を最大化

するために独占価格をつける可能性が高い。莫大

な設備投資により自然独占が成立する場合には、

限界費用による料金設定では事業存続が不可能で

はあるが、社会的厚生を最大化するためには、何

らかの料金規制が必要とされる。料金規制が経済

的効率性を満たすためには、規模の経済性測定な

ど供給側の費用構造についての分析が必要とされ
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加入電話間通話の通話需要分析１）

通信経済研究部研究官　　中村　彰宏

トピックス

１）本稿において、加入電話間通話とは、データの都合上、基本的には加入電話発加入電話着、加入電話発公衆電話着、加入電
話発 ISDN着の合計値である。
２）NTTは事業全体を統括する持ち株会社として存続し、持ち株会社には、NTTドコモが移動通信分野、NTT－MEがマル
チメディア分野など、本文に挙げた会社以外の事業分野を受け持つ会社も含まれる。



る。そして、同時に限界費用価格形成が不可能な

場合の次善料金の一つであるRamsey料金を例に

取れば、効率的な料金規制のために需要弾力性の

情報が不可欠である。

ところで、電気通信産業の供給側の分析につい

ては、我が国においてもこれまでも多数の先行研

究が存在する。一方で、電気通信の需要について

の分析は斯波・中妻（１９９３）、三友・太田（１９９４）、

河村（１９９６）、実積・太田・大石（１９９８）、河村・

実積・安藤（２０００）等あるが、特に我が国では

データの制約等もあり、その数は少ない。

こうした点を鑑み、本稿では我が国で比較的先

行研究の蓄積の少ない加入電話事業の需要サイド

の分析を行い、今後の高度情報通信ネットワーク

社会に向けての適切な制度デザイン策定のための

基礎資料を提供することとしたい。

本稿の需要分析にあたっては、NCCが参入し

ている長距離通話の需要分析に焦点を絞って分析

を行う。長距離通話市場という場合、これまでの

相互接続環境の違い等により、県内市外通話市場

と県間通話市場に分けることができる。ここでは、

NTTとNCCの長距離通話市場における競争とい

う観点から、両長距離市場の需要に関して比較す

ることとする。

地域通信設備を持たないNCC事業者が長距離

通話サービスを供給する場合、NTTの地域通信

設備に接続点（POI）で接続する必要がある。そ

のPOIは９５年のNTTによるネットワークのオー

プン化まで、１県１POIの体制であり、そうし

た体制の下では県内市外通話においてNCCの長

距離通信設備を利用する余地はなかった。その後、

県内の POIは徐々に増加し、POI間をつなぐ

NCCの長距離通話サービスは県内市外通話市場

においても、徐々に拡大していった。こうした理

由から県内市外通話市場におけるNCCの実質的

参入は、県間通話市場におけるそれより大きく遅

れることとなった。

これまで我が国の電気通信の需要分析において

は、県内市外通話市場と県間通話市場に分けて

NTTとNCCの競争について扱った分析がないこ

とから、本稿で分析することとした。本稿の分析

から、上述のような相互接続環境の違いはNTT

とNCCとの間の競争進展に大きな役割を演じて

いることが実際のデータからもあらためて明らか

となった。また、本稿では、NTTの加入電話間

通話需要関数の推計を行ったが、推計結果からは、

加入電話間通話の価格弾力性は非弾力的であるこ

とが明らかとなり、価格に対して非弾力的な利用

者はNTTから比較的通話料金の安価なNCCへの

利用事業者の変更をそれほど急激には行わないこ

とが明らかとなった。

２．加入電話間通話の通話傾向の推移

前述のとおり、最近になるまでNCCが提供す

るサービスは県間通話市場が中心であった。本節

では、県内市外通話・県間通話両市場における通

話量の時系列的推移を観察し、NTTとNCCの両

市場での競争状態について実際のデータから検討

することとしたい。

通話量３）データとしては、電気通信事業法報

告規則に基づいて第一種電気通信事業者から総務

省（旧郵政省）に提出されたトラヒックデータを

用いる４）。なお、本節で提示する県内市外通話・

県間通話等の通話量集計値は、当トラヒックデー

タにおけるMA間通話量OD表を用いて、MA間

距離と当該MAが属する県とのデータを利用し
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３）本稿では、特に断らない限り、通話量とは通話時間である。本稿では、通話を情報交流の一手段と捉えて分析するため、通
話量としては通話回数よりも通話時間の方が適切であると考えたことによる。
４）本稿のNCCのデータは、基本的にDDI・日本テレコム・日本高速通信・TTNetの４社の合計である。



て、筆者が集計した推計値である。

２－１　加入電話間通話の県内市外及び県間通話

量シェアの推移

まず、市外通話市場全体のNTTとNCCの通話

シェアの推移を見てみよう。図１は市外通話全体

の通話時間シェアを表している５）。市外通話全体

で通話時間シェアを見てみると、NCCのシェア

は比較的小さく、９１年度時点では１割強、９８年度

時点でも３割強のシェアにすぎない。しかし、時

系列的にはNCCのシェアの拡大は順調であり、

競争が進展してきていることは見て取れる。

ところで、前述のとおり、最近になるまで、

NCCがNTTに対抗できる市場は主に県間通話に

よる比較的長距離の分野に限定されていた。そこ

で次に、この点をより明確に示すために、市外通

話を県内市外通話と県間通話とに分割して、

NTTとNCCの通話時間シェアの推移を観察する

こととする。

図２に県間通話におけるNTTとNCCの通話時

間シェアを、図３に県内市外通話におけるNTT

とNCCの通話時間シェアをそれぞれ示した。
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５）図４、図５が９１～９９年度の時系列推移であるのに対し、図１、図２、図３の通話量の推移は、９１～９８年までとなっている。
その理由は、NTT分割後のNTT Comのデータで加入電話発信通話と ISDN発信通話がOD表で分割できないためである。
NTT Comにおいても距離段階別総通話量のみ、加入電話と ISDNを区別して提出されているため、図４の作成は可能であっ
た。一方、図１、図２、図３は、筆者が５６７×５６７のOD表（NTT Comで加入電話発信通話と ISDN発信通話が分離不可）
から集計して作成したため、過去と整合性をとるために９８年度までのデータとした。また、本節の通話量の集計については
NCCの ISDN発信通話も分離不可能だったため、NCCについては ISDN＋加入電話発信の通話量ということになる。従って、
本節の加入電話の通話量シェアを見た場合、NCCの通話量シェアが若干過大になっていることにも注意が必要である。

図１：市外通話におけるNTTとNCCの通話時間シェア
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両者を比較すると、一見して県内市外通話市場

におけるNCCのシェアの低さがわかる。県間通

話市場におけるNCCは順調にそのシェアを伸ば

しているが、その主な理由は、NTTの認可料金

がNCCのそれよりも２０％程度割高に維持されて

きたことに原因があろう。

一方、県内市外通話市場におけるNCCの通話

時間シェアを見ると、順調にシェアを伸ばしてい

るという面では県間通話市場と同様である。しか

し、県間通話市場のケースと異なるのはその伸び

方が不連続な点である。前節で述べたとおり、

１９９５年のNTTによるネットワークのオープン化

の表明を受けて県内のPOIが拡大されるに伴い、

NCC各社は県内通話においても自前のネット

ワークを提供する可能性が広がった。そうした相

互接続環境の変化に対応して、県内市外通話市場
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図２：県間通話におけるNTTとNCCの通話時間シェア
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図３：県内市外通話におけるNTTとNCCの通話時間シェア
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におけるNCCの通話時間シェアは、９６年度を境

にその伸びの速度を増し、９７年度と９８年度の１年

間でシェアを約２倍に拡大していることが、図３

からわかる。

次に、少し視点を変えて、NTTとNCCの利用

形態の違いを観察するために、一通話あたり平均

通話時間の推移を見てみたい。

２－２ 加入電話間通話の一通話あたり平均通話

時間の推移

ここでは前述のトラヒックデータを用い、距離

段階別通話時間をそれに対応する通話回数で除す

ることによって、距離段階別平均通話時間を

NTT，NCCそれぞれ計算した。図４にはNTT

の距離段階別一通話あたり平均通話分数、図５に

NCCのそれの時系列推移を示した。

各図は９１年度から９９年度までの時系列推移を

とったが、９０年代の前半はNCCの近距離の平均

通話分数がかなり長いため、NTTとNCCの比較

には図４と図５で縦軸の縮尺が異なることにも注

意が必要である。
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図５：NCCの距離段階別平均通話分数の推移
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図４：NTTの距離段階別平均通話分数の推移
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まず、図４において、NTTの平均通話時間を

見ると、区域（MA）内の通話以外は９６・９７年度

あたりまで全体的に一通話当たりの通話時間が減

少してきている。特に３０㎞や６０㎞といった中間距

離の平均通話時間の低下が大きい。３０㎞や６０㎞の

距離は県内あるいは隣接県への通話が中心である。

また、１００㎞以上の距離区分の平均通話時間が

９９年度まで低下し続けてきているのに対し、それ

以外の距離区分の通話は９７年度以降平均通話時間

が上昇している。

後者の要因についてはいくつかの可能性が考え

られる。その一つは、通話料金の低下によって一

通話当たり通話時間が上昇したという可能性であ

る。通話料金が高いときには用件のみで通話を終

えていたのが、通話料金の低下によりもう少し手

軽に電話をかけるようになったことなどが考えら

れる。

その他の可能性としては、９７年度以降の平均通

話時間が上昇していることから、携帯電話による

代替の可能性が推察される。自県内における携帯

電話間通話の平均通話時間は、９７年度１．６２分、９８

年度１．７３分、９９年度１．８５分と短い６）。携帯電話の

平均通話時間の短さは、携帯電話による通話が簡

単な用件を伝えることが中心であるためと思われ

るが、こうした通話時間の短い通話を中心に加入

電話から携帯電話への代替が生じ、中・近距離区

分での加入電話間通話の平均通話時間が上昇した

と考えられる。

また、中・近距離区分通話の平均通話時間上昇

のもう一つの可能性として考えられるのは、イン

ターネットの影響である。インターネット・サー

ビス・プロバイダー（以下 ISP）への接続ポイン

トは、昨今では区域内のアクセスポイントがかな

り増加している。一回当たりの通話（通信）時間

が比較的長い ISPへのダイアルアップ接続が区域

内の平均通話時間上昇に影響していると考えられ

る。

この点を確認するために、表１にNTTの区域

内通話の通話回数・通話時間、その増加率の推移

を示した。表１からは、通話回数が９８，９９年度と

毎年１割強減少しているのに対し、通話時間はほ

ぼ変化がなく、９９年度では逆に増加していること

がわかる。

つまり、区域内の通話については、回数の減少

から携帯電話への代替が推察される一方で、一回

当たりの通話（通信）時間が比較的長いと考えら

れる ISPへのダイアルアップ接続により、平均通

話時間が昨今急速に上昇したと考えられる。また、
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６）前述のトラヒックデータから筆者推計。

表１：NTTのMA内（区域内）通話の時系列推移

通話回数 通話時間 
千万回 増加率 百万時間 増加率 

91 5080 －� 2130 －�
92 5039 －0.81% 2140 0.48%
93 5128 1.76% 2181 1.91%
94 5285 3.07% 2226 2.08%
95 5218 －1.27% 2179 －2.11%
96 5264 0.88% 2166 －0.61%
97 4909 －6.73% 2110 －2.60%
98 4262 －13.19% 2035 －3.56%
99 3809 －10.63% 2056 1.06%



インターネット、特に電子メールは長距離通話に

対しても代替的な影響を与える可能性がある。こ

れまでの分析からその要因を断定することは難し

いが、この点については次の需要関数の推計の際

に、あらためて議論する。

NCCの平均通話時間の推移については、９７年

度以降はおおむねNTTのそれと同程度に収束し

ていっているように見える一方で、それ以前は近

距離通話においてNTTとはやや異なる傾向があ

る。しかし、９６年度以前のNCCの近距離通話が

非常に少ないために一定の傾向を示していない可

能性があり、今回の結果から原因の推察を行うこ

とは難しい。

また、全体的な傾向としては、９０年代前半の

NCCの平均通話時間は、NTTの平均通話時間に

比べて幾分短いと言えるであろう。平均通話時間

が通話の利用形態を反映していると考えるなら、

９０年代前半はNTTとNCCの利用形態は何らかの

住み分けがなされていた可能性が示唆される。し

かし、その後の競争進展の結果、特に長距離通話

における平均通話時間についてはNTTとNCCの

間で差が小さくなってきており、利用形態の差異

も縮小してきたと考えられる。

以上、県間通話と県内市外通話とに分けて通話

量を集計することにより、NTTとNCCの通話

シェア等について分析してきた。前節で述べた相

互接続環境の差異を反映し、NTTとNCCの競争

の進展は県間通話と県内市外通話の両市場で異な

ることが、実際のデータからも明らかとなった。

また、平均通話時間の分析からは、特に長距離

通話においてはNTTとNCCについての利用の形

態は差異がなくなってきていることに加えて、加

入電話から携帯電話への代替やインターネットの

影響が存在することも示唆される結果となった。

こうした集計データによる分析結果を考慮して、

次に、長距離通話を県内市外通話と県間通話に分

け、NTT，NCCそれぞれの通話需要関数を推計

して、両者の競合性について検討していこう。

３．通話需要関数の推計

電気通信事業者の選択について考えてみると、

利用者は、一般的には主として通話料金を基準に

利用事業者選択をすると考えられる。我が国の電

気通信事業者の電話サービスは各事業者一定以上

の品質を保持しており、NTTとNCC各事業者間

で品質については大差がない７）と言えよう。

NCCの長距離通話サービスを利用する場合にお

いても、市外局番の前に４桁の事業者番号をダイ

アルするのみで事業者間で異なるのは通話料金以

外には見あたらない８）。

また、利用者が長距離通話においてNTTから

NCCへ利用事業者を変更するコストが低いこと

も重要な点である。携帯電話などでは利用事業者

を変更する際には、新たな加入料金、端末の購入

費用、また、最も実質的費用が高いと考えられる

電話番号の変更、といった移行コストが発生する。

それに対して加入電話では、新たにNCCの長距

離サービスを利用することにより発生するコスト

はほぼ０と想定することができ、利用者は主とし

て通話料金を基準に事業者の選択を行うと考えら

れる。前節の距離段階別一通話あたり平均通話時

間の推移を見ても、NTTとNCCの通話料金の差
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７）我が国では免許制度の存在のため、利用者は、新規参入事業者のサービス品質が一定以上であるという情報を得ることがで
きる。免許制度が情報の非対称性を小さくする点についてはAkerlof（１９７０）等を参照されたい。
８）NCCを利用する際に追加的にダイアルする事業者番号の煩わしさを解消するために１９８８年度から、最も安い事業者を識別
して事業者番号を自動的にダイアルするLCR（DDIのアダプター）やα－LCR（電話機に組み込み）により、追加的ダイア
ルの必要性という意味でのNCCとNTTとの差はある程度解消された。そして、２００１年度のマイライン（電話会社事前登録制
度）の導入後、基本的には完全に解消されることとなった。



異を考慮すれば、NTTとNCCの通話利用のされ

方は概ね同じであると言えよう。

このように通話料金以外に特筆すべき差異がな

く、事業者を変更するコストが低い加入電話市場

では、利用者が価格に敏感に反応する場合には、

NTTより低い料金水準でサービスを提供する

NCCへ急速に利用者が移行するはずであり、逆

に利用者が価格に対してあまり感応的ではない場

合には、NCCへの移行がそれほど進まないこと

になる。需要の価格弾力性が市場支配力に影響を

及ぼすことは、よく知られたことであり、Lan-

des and Posner（１９８８）による市場支配力の判定

モデルでは、事業者の市場占有率や供給の価格弾

力性とともに、市場需要の価格弾力性の値が市場

支配力判定の指数の計測に含まれている。

一方、我が国ではこれまで通話需要関数に関す

る実証研究の例は非常に少なく、通話の価格弾力

性についての情報は少ない。こうした点を鑑み、

本節では加入電話間の通話の需要関数を測定し需

要の価格弾力性を計測することとした。

通話需要関数の計測にあたっては、前節までの

議論をふまえて、県内市外通話・県間通話に市場

を分けて推計する。我が国の通話の需要を分析し

た先行研究においては、OD表の各要素を独立し

たサンプルとして用いた分析が多いが、OD表の

各要素を独立したサンプルとして価格弾力性を計

測した場合、三友・太田（１９９４）で指摘されてい

るように、次のような問題が生じる。

それは、各地域間の距離が遠くになるに従って

当該地域間の情報交流も減衰するため、距離の関

数となっている通話料金と当該地域間の通話量の

関係を計測する通話需要関数の推計において、地

域間距離が通話量に与える影響をコントロール仕

切れない可能性があるのである。こうした点を鑑

み、今回の分析では、通話量指数・通話料金指数

を発信MA別に計算し、通話需要関数の被説明

変数・説明変数にそれぞれ用いることにより、地

域間距離の影響をコントロールした推計を行うこ

とにした。

また、本節の通話需要関数の推計は、従来型の

加入電話間通話市場における相互接続環境と競合

性という観点からの分析を中心に行うが、前節の

平均通話時間の推移のところで示された携帯電話

やインターネットなどの影響を鑑み、これら新し

い情報交流メディアの影響を考慮した形での加入

電話間通話需要関数の推計も併せて行うこととし

た。

３－１加入電話の需要関数を計測した先行研究

加入電話の価格弾力性を計測した先行研究とし

ては、海外においてはかなり積極的に行われてい

る。主なものを挙げても、Griffn（１９８２）、Pacey

and Singell（１９８４）、Appelbe, Snihur, Farnes,

and Giordano（１９８８）、Bodnar, Dilworth, and

Iacono（１９８８）、Appelbe, Dineen, Solvason, and

Hsiao（１９９０）、Larson, Lehnman, and Weisman

（１９９０）、Lang and Lundgren（１９９１）、Chen and

Watters（１９９２）、Appelbe, Dineen, Solvason,

and Hsiao（１９９２）、Munoz（１９９６）等、多数の

研究が存在し、８０年以前の先行研究については、

Littlechild（１９７９）やTaylor（１９８０）で広範なサ

ーベイが行われており、それ以降の主な成果につ

いてもTaylor（１９９４）で包括的にサーベイされ

ている。海外の最近の主な推計結果については表

２にまとめておいた。
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海外の先行実証研究で計測された価格弾力性の

推計結果は－０．０１３～－０．７５と非弾力的な値と

なっている。そして、所得弾力性についても

Appelbe et al.（１９９０）の一部の推計において１

を越えるものが観察された他は概ね非弾力的な値

となっている。また、全体的な特徴としては、長

距離通話の価格弾力性ほど大きくなる傾向が観察

される。

このように海外の通話に関する先行研究が多数

存在する一方で、我が国の通話需要を分析した例

は少ない。ここで、本稿のようにトラヒックデー

タを用いて通話の需要関数を計測した我が国の先

行研究の結果を表３にまとめた。

表３を見ると、我が国で集計ODデータによっ

て計測された価格弾力性値は、米国等の例で計測

された値と比較していずれも高い計測結果となっ

ている。また、トラヒックデータを用いた表３以

外の分析としては、田北・宮田・高谷（１９９９）や

堀篭（１９９９）等、通話料金を説明変数とするので

はなく、加入数や地域特性などから加入電話間通

話の地域間交流を計測した先行研究がある。

その他、トラヒックデータ以外のデータを用い
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表２：海外の加入電話間通話需要関数の先行実証研究結果

文献� データ� 推計期間� 需要量� 説明変数� 推計方法� ヴァリエーション� 価格弾力性� 所得弾力性�

Appelbe et al. （1988）�カナダ国内長距離通話� 通話料収入/�
料金指数�

価格, 所得,�
市場規模など�
の地域属性�

AR1,分散�
不均一を考慮�
したFixed &�
Random Effect

通常料金時間帯�
�
割引料金時間帯�

－0.21�
   ～ －0.73�
－0.39�
   ～ －0.75

0.33�
   ～ 0.95�
0.23�
   ～ 0.79

カナダ・アメリカ長距離通話�1977Q1�
　－1986Q4

通話料収入/�
料金指数�

価格, 所得,�
市場規模など�
の地域属性�

AR1,分散�
不均一を考慮�
したFixed &�
Random Effect

通常料金時間帯�
�
割引料金時間帯�

－0.43�
   ～ －0.49�
－0.45�
   ～ －0.53

0.12�
   ～ 0.74�
0.17�
   ～ 0.54

Appelbe et al. （1990）�カナダ国内長距離通話� 1975Q1�
　－1983Q3

通話料収入/�
料金指数�

価格, 所得,�
市場規模など�
の地域属性�

AR1,分散�
不均一を考慮�
したFixed &�
Random Effect

通常料金時間帯�
�
割引料金時間帯�

－0.24�
   ～ －0.54�
－0.45�
   ～ －0.89  

0.56�
   ～ 1.38�
0.72�
   ～ 1.29

Larson et al. （1990）�米国９都市間トラヒック�
（３年間）�

1983 通話時間� 価格, 所得,�
人口, 発信地�
への通話量�
（通話時間）�

AR1過程に従う�
二段階最小二�
乗法�

－0.75 0.54

Lang et al. （1991）� スウェーデンの１週間平均値�
のトラヒックデータ�
（２週間）�

1988 通話時間� 価格（地域,�
時間帯別）�

分散不均一を�
考慮した非線型�
最小二乗法�

－0.013�
   ～ －0.016

Appelbe et al. （1992）�カナダ国内長距離通話� 1979Q1�
　－1988Q4

通話料収入/�
料金指数�

価格, 所得,�
市場規模など�
の地域属性�

AR1,分散�
不均一を考慮�
したFixed &�
Random Effect

通常料金時間帯�
�
割引料金時間帯�

－0.26�
   ～ －0.65�
－0.40�
   ～ －0.83

報告され�
ていない�

Munoz （1996）� スペイン�
（パネルデータ）�

1985－1989 通話料収入/�
料金指数�

価格, 所得,�
地域属性�

Fixed Effect�
Random Effect

－0.13 0.46

1977Q1�
　－1986Q4

表３：我が国のトラヒックデータを用いた加入電話間通話需要関数の先行実証研究結果

文献� データ� 推計期間� 需要量� 説明変数� 推計方法� 価格弾力性� 所得弾力性�

河村（1996）� NTT�
（県別OD表 Panel Data）�

1989 通話時間� 価格, 所得,�
加入数積�

Fixed Effect &�
Random Effect

－1.6736�
   ～ －1.8119

1.2947�
   ～ 2.9924

NCC�
（県別OD表 Panel Data）�

1989 通話時間� 価格, 所得,�
加入数積�

加重最小二乗法�
Censored Regression

－1.1643�
   ～ －1.1721

1.1905�
   ～ 1.3035－1994

三友・太田（1994）�NTT�
（関東圏MA間�
OD表 Panel Data）�

1990 通話時間� 価格, 所得,�
加入数積�

最小二乗法� －1.8469 0.1994

通話時間�
　×MA間距離�

価格, 所得,�
加入数積�

最小二乗法� －0.8769 0.1994

　�

山崎・今川�
・三友（1993）�

NTT（関東・東北・東海�
・四国のMA間データ）�

1990 通話量（通話回数,�
加入数等より加工）�

価格� 二段階最小二� －1.56 報告され�
　　ていない�（東京MA周辺）�

－1994



た通話需要の実証分析としては、電電公社及び

NTTの時系列データを用いて通話需要を分析し

た斯波・中妻（１９９３）や、加入需要関数を推計し

た浅井・鬼木・栗山（１９９６）、世帯に対するアン

ケートデータを用いた実積・太田・大石（１９９８）、

河村・実積・安藤（２０００）等があるが、その数は

非常に少ない。

上記のように、本稿で行うような発信MA別

に通話量指数・通話料金指数を計測して、県内市

外通話・県間通話についてNTT・NCCそれぞれ

の通話需要関数を計測した例は先行研究にはなく、

我が国の通話の価格弾力性を先行研究と異なる方

法で、新しいデータセットを用いて分析すること

は、今後の情報通信政策を策定する上で有益であ

ると考えられる。

次節では、今回の分析に用いたデータと分析モ

デルの説明を行う。

３－２　分析データとモデル

分析に用いたのは、NTTとNCC（DDI、日本

テレコム、日本高速通信、TTNet）の９６年度から

９８年度のデータである。データソースは、電気通

信事業法報告規則に基づいて総務省（旧郵政省）

に提出されたトラヒックデータである。最新の

データは２０００年度データであるが、９９年度以降の

データはNTT分割後県間のトラヒックにおいて

ISDN発信による通話と加入電話発信による通話

のデータが分離できないことから、データの連続

性を考慮して本節の分析から除くことにした。

前述の三友・太田（１９９４）でも述べられている

とおり、通話量と通話料金のデータとしてOD表

の各セルを独立したサンプルとして用いて通話需

要関数を推定した場合、地域間距離の影響を排除

することが困難であり、距離段階別料金となって

いる通話料金の弾力性が高くなる。そこで、本稿

の分析では、各地域毎の発信ベースの通話量指数、

通話料金指数を変数として用いることで、それぞ

れ、価値ベースの通話量、距離を反映したユニッ

トコストとして捉えることとした。価値ベースの

通話量、距離を反映したユニットコストという形

で推計に用いる変数にあらかじめ地域間距離の影

響を含めて需要関数を推計することにより、地域

間距離が価格弾力性推計値に与える影響をコント

ロールしたのである。

本節で用いた加入電話間通話のデータはMA

間のOD表が存在するため、MAを単位として通

話量指数・通話料金指数９）を計測して推計に用

いた。加入電話の最小区画であるMAは全国に

５６７あり、従って、５６７×３年分の通話データが

得られる。現在の料金制度は発信者課金となって

いることから、発信MA毎に距離段階別着信通

話に関して通話料金指数と通話量指数を集計する

こととした。また、各指数はNTTとNCCに分け

て、県内市外通話の通話量指数・通話料金指数、

県間通話の通話量指数・通話料金指数をそれぞれ

計測し、需要関数の推計に用いている。

県内市外通話・県間通話に分けて需要関数を推

計する理由は、前節までで述べたとおり、県間通

話市場におけるNTTとNCCの競争状態に比べて、

県内市外通話市場における競争は、接続基点の関

係でNCCが本格的にNTTと対抗できるように

なったのが９６年度以降と比較的最近であり、両市

場におけるNTTとNCCの競争状態に差異がある

と考えられるためである。また、このように

NCCの県内市外通話の通話需要が通話需要関数

を測定するには未だ不安定であると考えられるた
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９）通話量指数・通話料金指数ともに、推移率を満たすように修正したFisher Ideal Indexとした。計測方法の詳細については、
本稿補論及び中村（２００１）を参照されたい。



め、本稿では、県内市外通話についてはNTTの

通話需要関数のみを測定することとした。

ここでは、以下の３パターンで通話の需要分析

を行った。

１）県間通話の通話需要関数の計測

２）県内市外通話の通話需要関数の計測

３）MA内平均通話時間を考慮した県間通話の通

話需要関数の計測

１）２）それぞれの分析において、NTTの加

入電話間通話の需要関数を推定したが、パラメー

タ推定のためにモデルを以下のように対数線形型

に特定化した１０）。

推計方法については、河村（１９９６）のOD表を

用いた分析でも行われたように、各地域毎の特性

をコントロールするため、クロスセクション方向

にFixed EffectあるいはRandom Effectを考慮し

た推計を行った。タイムシリーズ方向の個別効果

については、時系列方向の推計結果を明示的に観

察することにも興味があるため、各年度ダミー

（Fixed Effect）を推計式に挿入した。また、εitは

平均０の誤差項である。

上記１）～３）の各モデルに対して複数の推計

を行ったため、各モデルの選択に関しては、統計

的に検定を行った。クロスセクション方向、タイ

ムシリーズ方向、それぞれの効果が必要か否かに

ついては尤度比（LR）検定を用い、また、個別
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１０）集計通話量指数と集計通話料金指数を用いて本節のような需要関数を想定した場合、背後にある効用関数は数学的にも非常
に複雑な形を取る。また、その他の問題として、指数によって集計されるそれぞれの個別財の需要関数と、集計されたマクロ
需要関数との間の理論的整合性という、アグリゲーションの問題についても、森田（１９８９）に指摘されている。森田（１９８９）
では、ラスパイレス指数を用いた需要関数におけるアグリゲーションの問題について分析されており、マクロ需要関数を先に
特定化するか、個別財の需要関数を先に特定化するか等、仮定の置き方により、適切なマクロ需要関数の特定化、個別財の需
要関数の特定化、集計方法などが異なってくることが報告されている。本稿では、県内市外通話、県間通話における平均的な
価格弾力性に興味の対象があるため、指数を用いた集計マクロ需要関数を上記のように対数線形で特定化できるものと仮定し
て分析を進めることとした。一般に、集計量での需要関数や供給関数の推計などの場合には、こうしたモデルの特定化の仮定
が行なわれている。

： i地域の t年度におけるNTT（あるいはNCC）の県内市外（あるいは県間）通話量指数（時間）

：i地域の t年度におけるNTT（あるいはNCC）の県内市外（あるいは県間）通話の自己料金指

数

：i地域の t年度におけるNCC（あるいはNTT）の県内市外（あるいは県間）通話における料金

指数（交差項）

： i地域の t年度における一世帯当たり実質所得

： i地域の t年度における発信MAのNTT加入契約数

： i地域から発信する通話の着信先の t年度におけるNTT加入契約数DNit 
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効果が必要と判断された上で、Fixed Effectと

Random Effectとどちらが望ましいかについては、

Hausman and Taylor（１９８１）で提唱されている

χ２検定（Hausman検定）を用いた。

需要関数の推計については、同時方程式バイア

スを解消するため二段階最小二乗法や操作変数法

等を用いることが多い。こうした推計方法をとる

理由は需要関数の説明変数である価格などの変数

が供給関数との接点で決定されるためであり、こ

の点を解消するため、需給どちらかの関数（モデ

ル内）に含まれる外生変数のうち需要関数の誤差

項と独立な変数を操作変数として用い、需要関数

を推計する。しかし、マクロ需要関数における操

作変数の選択は困難であることに加え、電気通信

部門のような設備産業では当期中の価格調整は困

難であり、また、加入電話の料金は届出制も含め

て価格規制を受けていることから、本稿の推計で

は操作変数等を考慮せず、通常のFixed Effectモ

デル、Random Effectモデルの推計方法を採用

した。つまり、Fixed EffectモデルではLSDV

（Least Square Dummy Variable）推計、Ran-

dom EffectモデルではFGLS（Feasible General-

ized Least Square）推計を行った。

上記のように、需要関数の説明変数である価格

が当期に調整されないと考えれば、価格が外生変

数で需要関数の誤差項と独立であると想定でき、

需要関数の推計パラメータが一致性を持つことに

なる。先行研究の例を見ても、通話需要関数の推

計において操作変数が考慮されたのは、河村・実

積・安藤（２０００）に見られる程度であるが、河

村・実積・安藤においても操作変数を用いたのは

価格以外の内生変数を考慮するためであり、支出

関数における通話価格は外生変数として扱われて

いる。

３－３　推計結果の考察

本節では、上記で特定化したモデルに基づいて

推計した加入電話間の通話需要関数について考察

する。以下、１）県間通話の通話需要関数計測結

果、２）県内市外通話の通話需要関数計測結果、

３）MA内平均通話時間を考慮した県間通話の通

話需要関数計測結果の順に報告する。

１）県間通話の通話需要関数の計測結果

県間通話に関する需要関数の推計結果を、表４、

表５に示した。なお、年度ダミーの統計的有意性

をLR検定により検定した結果、すべての推計に

おいて高い水準で年度ダミーが統計的に有意であ

ると判定されたため、ここでは年度ダミーを説明

変数に含むモデルの推計結果のみを報告すること

とした。

まずは、表４でNTTの県間通話の需要関数推

計結果について見ていこう。表４を見ると、

Fixed EffectモデルにおけるNTTの県間通話の

自己価格弾力性推計値は－０．５０１８１１、Random

Effectモデルでは、－０．６５６５１７となっている。つ

まり、NTTの県間通話の自己価格弾力性は非弾

力的な値であり、通話の必需財的性格が示唆され

る。

また、NCCとの交差弾力性については、Fixed

Effectモデル・Random Effectモデル共に有意に

正の値を示しており、代替的関係が示唆されるが、

両モデルの交差弾力性の推計値は大きく異なって

おり、それぞれ０．２４７９２５、１．０５２６７６であった。

そして、所得弾力性や加入数弾力性については

絶対値に差異はあるものの、所得に対しては非弾

力的であること、着信先加入数に関して通話の外

部性が観察される結果となった。

また、年度ダミーの推計値については、Fixed

Effectモデル・Random Effectモデルで全く異な

る結果となった。
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次にNCCの県間通話需要関数の推計結果を表

５に示す。表５を見ると、Fixed Effectモデルに

おけるNCCの県間通話の自己価格弾力性推計値

は－１．４０２４９０とNTTの同ケースの推計結果と比

較してもかなり弾力的な値となっている。一方、

Random Effectモデルにおける自己価格弾力性推

計値は、－０．３１６０５５となっており、非弾力的な結

果となった。

また、NTTとの交差弾力性については、Fixed

Effectモデル・Random Effectモデル共に有意に

正の値を示しており、代替的関係が示唆される。

そして、所得弾力性については、概ね－０．６程

度であり、NTTのそれと比較すると弾力的な数

値となった。また、両推計モデルの加入数弾力性

は、発信元加入数弾力性が低く、着信先加入数弾

力性が高い結果となり、発信MA別の個別効果

を考慮していることに注意する必要はあるが、着

信先が広がることで通話の外部性が働いている点

はNTTのケースと同様であった。

なお、年度ダミーの推計値について Fixed

EffectモデルとRandom Effectモデルで全く異な

る結果となったのは、県間通話の需要関数の推計

を通じて共通したことであった。

以上が、NTT，NCCそれぞれにおける県間通

話の需要関数推計結果である。NCCの価格弾力

性についてはNTTのそれと比較してより弾力的

であるという傾向が観察される結果となった。し

かし、その一方で全般的にはNTT，NCCそれぞ

れの推計結果は、対応するそれぞれのケースで類

似した傾向をとっており、県間通話市場での両者

の差異はほぼ消滅したと言って良いだろう。

２）県内市外通話の通話需要関数の計測結果

前述のとおり、NCCの県内市外通話の通話需

要が通話需要関数を測定するには未だ不安定であ

ると考えられるため、県内市外通話については

NTTの通話需要関数のみを測定することとした。

NTTの県内市外通話に関する需要関数の推計

結果を表６に示した。なお、県間通話の需要関数

推計結果と同様、年度ダミーの統計的有意性を

LR検定により検定した結果、NTTの県内市外通

話の推計においても、高い水準で年度ダミーが統

計的に有意であると判定されたため、ここでも年

度ダミーを説明変数に含むモデルの推計結果のみ
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表４：NTTの県間通話の需要関数推計結果　　表５：NCCの県間通話の需要関数推計結果
NOB＝1701

Fixed Random

推計値� 推計値�

NTT通話料金�
　　　　　P値�

－0.501811�
　　（0.0000）�

－0.656517�
　（0.0000）�

NCC通話料金�
　　　　　P値�

0.247925�
　（0.0189）�

1.052676�
（0.0000）�

所得�
　　　　　P値�

0.264519�
　（0.0001）�

0.342335�
（0.0000）�

発信元加入数�
　　　　　P値�

0.048601�
　（0.0111）�

0.846662�
（0.0000）�

着信先加入数�
　　　　　P値�

2.560066�
　（0.3434）�

2.171040�
（0.0000）�

97年度ダミー�
　　　　　P値�

－0.068927�
　　（0.1890）�

0.068543�
（0.0000）�

98年度ダミー�
　　　　　P値�

－0.155251�
　　（0.2758）�

0.130872�
（0.0000）�

定数項�
　　　　　P値�

－47.758409�
　　（0.0000）�

HausmanTest （1.0000）�

NOB＝1701

Fixed Random

推計値� 推計値�

NCC通話料金�
　　　　　P値�

－1.402490�
　（0.0000） 

－0.316055�
　（0.0157）�

NTT通話料金�
　　　　　P値�

0.563118�
（0.0047）�

0.360718�
（0.0304）�

所得�
　　　　　P値�

0.666893�
（0.0001）�

0.634743�
（0.0000）�

発信元加入数�
　　　　　P値�

0.058533�
（0.2468）�

1.210177�
（0.0000）�

着信先加入数�
　　　　　P値�

3.655050�
（0.6084）�

3.254195�
（0.0000）�

97年度ダミー�
　　　　　P値�

－0.046761�
　（0.7357）�

0.142931�
（0.0000）�

98年度ダミー�
　　　　　P値�

－0.038140�
　（0.9192）�

0.356670�
（0.0000）�

定数項�
　　　　　P値�

－70.634744 

HausmanTest （0.0000）�

�



を報告することとした。

表６を見ると、Fixed Effectモデルを用いるか、

Random Effectモデルを用いるかによって、やや

異なる推計結果となった。Fixed Effectモデルの

自己価格弾力性推計値は－０．６１４９５０であるのに対

して、Random Effectモデルによる自己価格弾力

性の推計値は－０．３５９００９と、より非弾力的な値と

なっている。しかし、いずれにしてもNTTの県

内市外通話の自己価格弾力性は絶対値１より小さ

く、また、所得弾力性についても０．３１８０９５、

０．２１０４１５と非弾力的な値がえられており、通話の

必需財的性格が示唆される結果となった。

また、NCCとの交差弾力性についても、Fixed

Effectモデル・Random Effectモデル共に有意に

正の値を示しており、代替的関係が示唆される結

果となった。交差弾力性の推計値は、それぞれ

０．３６０２２８、０．２６３３６１である。

そして、年度ダミーの推計値は有意に負の値を

とっており、NTTの県内市外通話シェアが年々

低下していることが、これらのモデルでも推計値

に現れている。

表６：NTTの県内市外通話の通話需要関数推計

結果

３）新しい情報通信メディアを考慮した通話需要

関数の計測

前節までで、県間通話と県内市外通話の各市場

における加入電話間通話需要関数の測定を行う形

で、従来型の加入電話間通話における市場構造に

ついて分析を行った。高度情報通信ネットワーク

社会の早期実現のためには通信市場の競争促進に

よる通話料金の低下が不可欠であり、ここまでの

分析は、加入電話間通話需要を分析することによ

り従来型の通信市場の需要構造を解明することが

目的であった。しかし、一方で、２－２節の一通

話あたり平均通話時間の分析でも述べたように、

昨今のインターネットによる電子メールや携帯電

話の普及が加入電話間通話の需要に影響している

可能性は予想されるところである。そこで、通話

需要関数の計測を行う本節の最後に、インターネ

ット等新しい通話メディアの影響を考慮した加入

電話間の県間需要関数を測定することとした。

インターネットへの接続は主にMA内に ISPの

アクセスポイントがあるケースが多く、最近の時

系列的傾向として、同一MA内発着信の通話

（市内通話）時間の伸びや同一MA内発着信の通

話における平均通話時間の伸びが前節においても

観察されている。しかし、インターネット接続に

関するデータは現在のところ入手が難しく、各

MAに対応したインターネット加入者数や、イン

ターネットの料金という変数が利用できなかった

ため、間接的な捉え方とはなるが「MA内通話の

平均通話時間」という代理変数を説明変数に加え

て加入電話間通話需要関数の推計を行うことにし

た。

ただし、「MA内通話の平均通話時間」の変数

は、携帯電話の普及にも影響されている可能性が

あることを留意する必要はある。前述のとおり、

携帯電話間通話の自県内で終始する通話の一通話

あたり平均通話時間は加入電話間通話のそれと比
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NOB＝1701

Fixed�
推計値�

Random�
推計値�

NTT通話料金�
　　　　　P値�

－0.614950�
　（0.0001）�

－0.359009�
　（0.0175）�

NCC通話料金�
　　　　　P値�

0.360228�
（0.0000）�

0.263361�
（0.0000）�

所得�
　　　　　P値�

0.318095�
（0.0018）�

0.210415�
（0.0000）�

発信元加入数�
　　　　　P値�

0.117335�
（0.0002）�

0.705871�
（0.0000）�

着信先加入数�
　　　　　P値�

0.090959�
（0.3379）�

0.301158�
（0.0000）�

97年度ダミー�
　　　　　P値�

－0.064892�
　（0.0000）�

－0.052751�
　（0.0000）�

98年度ダミー�
　　　　　P値�

－0.175436�
　（0.0000）�

－0.152725�
　（0.0000）�

定数項�
　　　　　P値�

－11.477559�
　（0.0000）�

HausmanTest （1.0000）�



較するとかなり短い。そうした近距離の比較的通

話時間の短い通話を中心に加入電話間通話から携

帯電話間通話への移行が為されている可能性もあ

るからである。

本節の推計式は以下のとおり、前節の１）２）

で推計した需要関数に、上記代理変数を加えた式

を推計した。

推計方法については、前節の１）２）の推計方

法と同様に Fixed Effectモデル及び Random

Effectモデルで推計を行った。また、ここでは前

節までで比較的安定していた県間通話市場に限定

して分析を行うこととした。上記モデルによる推

計結果は、表７、表８に示した。
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： i地域の t年度におけるMA内に終始する通話の一通話あたり平均通話時間MPit

itiii

ititit

it

cross
it

own
itit

ε μ orDummyβ Dummyα Dummyα 
MPα DNα ONα 

Yα Pα Pα α D

+)+ (× +98× +97× +      

ln× +ln+ln× +

ln× +ln× +ln× +=ln

∑ 87

654

3210

 

× 

表７：MA内平均通話時間を考慮した　　　　表８：MA内平均通話時間を考慮した

NTTの県間通話の需要関数推計結果　　　　　NCCの県間通話の需要関数推計結果

NOB＝1701

Fixed�
推計値�

Random�
推計値�

NTT通話料金�
　　　　　　　P値�

－0.123834�
　（0.0985）�

－0.473295�
　（0.0000）�

NCC通話料金�
　　　　　　　P値�

0.096507�
（0.3264）�

1.016365�
（0.0000）�

所得�
　　　　　　　P値�

0.232496�
（0.0002）�

0.389084�
（0.0000）�

MA内平均通話時間�
　　　　　　　P値�

－0.432372�
　（0.0000）�

－0.244458�
　（0.0000）�

発信元加入数�
　　　　　　　P値�

0.049814�
（0.0049）�

0.847509�
（0.0000）�

着信先加入数�
　　　　　　　P値�

10.936317�
（0.0000）�

2.081026�
（0.0000）�

97年度ダミー�
　　　　　　　P値�

0.091403�
（0.0672）�

0.084362�
（0.0000）�

98年度ダミー�
　　　　　　　P値�

0.297420�
（0.0286）�

0.173443�
（0.0000）�

定数項�
　　　　　　　P値�

－45.801807�
　（0.0000）�

HausmanTest （1.0000）�

NOB＝1701

Fixed�
推計値�

Random�
推計値�

NCC通話料金�
　　　　　　　P値�

－1.521511�
　（0.0000）�

－0.292780�
　（0.0250）�

NTT通話料金�
　　　　　　　P値�

0.860226�
（0.0001）�

0.448866�
（0.0086）�

所得�
　　　　　　　P値�

0.641721�
（0.0002）�

0.654840�
（0.0000）�

MA内平均通話時間�
　　　　　　　P値�

－0.339865�
（0.0001） 

－0.143012�
　（0.0328）�

発信元加入数�
　　　　　　　P値�

0.059487�
（0.2364）�

1.217081�
（0.0000）�

着信先加入数�
　　　　　　　P値�

9.891223�
（0.1740）�

3.148880�
（0.0000）�

97年度ダミー�
　　　　　　　P値�

0.089266�
（0.5756）�

0.157501�
（0.0000）�

98年度ダミー�
　　　　　　　P値�

0.317681�
（0.4096）�

0.391697�
（0.0000）�

定数項�
　　　　　　　P値�

－68.646256�
　（0.0000）�

HausmanTest （1.0000）�



加入電話間通話のMA内平均通話時間の変化

は、比較的通信時間の長いインターネットへのダ

イアルアップ接続の増加と、比較的通話時間の短

い通話が携帯電話を用いた通話に移行しているこ

とから生じると考えられる。それでは、まず、

NTT発信の通話量指数を被説明変数とし、MA

内平均通話時間を説明変数に加えた通話需要関数

の推計結果を表７で観察する。表７を見ると、

MA内平均通話時間の係数推計値は有意に負の値

を示している。したがって、インターネットや携

帯電話など新しい情報メディアの利用が増えるこ

とにより加入電話間通話のMA内通話比率が上

昇すると、長距離の加入電話間通話量指数が下が

ることを示していると言えよう。

また、同様に、NCC発信の通話量指数を被説

明変数とした需要関数に、MA内平均通話時間を

説明変数に加えたモデルの推計結果を表８に示し

た。表８を見ると、おおむねNTTの通話量指数

を被説明変数としたモデルと同様の傾向を示して

いる。したがって、NCCの通話量指数を被説明

変数としたモデルからも、インターネットや携帯

電話など新しい情報交流メディアの利用が増える

ことにより加入電話間通話のMA内通話比率が

上昇すると、長距離の加入電話間通話量指数が下

がることを示していると言える。

４．まとめ

本稿では、電気通信の中でも加入電話間通話に

注目してNTTとNCCの競争の進展について需要

側面から分析を行ってきた。長距離中継系NCC

事業者が電話サービスを提供するためにはNTT

の地域回線に接続する必要がある。従って、この

相互接続の仕組みはNCCが電話サービスを供給

する上で一つの重要なポイントとなる。こうした

点を鑑み、本稿の分析にあたっては、これまでの

相互接続環境の違いにより分析対象となる市場を

県間通話と県内市外通話市場に分けてNTTと

NCCの競争の進展について分析を行った。

本稿では、県間通話、県内市外通話の各市場に

おけるNTT，NCCの通話量シェアや平均通話時

間等の基礎統計量の比較を行った後、通話需要関

数の推計を行うという形で両市場における競争状

態の解明を行った。こうした分析の結果、加入電

話間の長距離通話市場においては相互接続環境の

違いによりNTTとNCCの競争状態に差があった

点、加入電話間の長距離通話の価格弾力性は非弾

力的である点、インターネットなど新しい情報通

信メディアが加入電話間通話に影響を与えている

点などが明らかとなった。

補論：需要関数の推計に用いたデータ詳細

分析に用いたのは、NTTとNCC（DDI、日本

テレコム、日本高速通信、TTNet）の９６年度から

９８年度のデータである。データソースは電気通信

事業法報告規則に基づいて総務省（旧郵政省）に

提出されたトラヒックデータである。９９年度以降

のデータはNTT分割後県間のトラヒックにおい

て ISDNと加入電話のデータが分離できないこと

から、データの連続性を考慮して需要関数の推計

からは除くことにした。

需要関数推計にあたっての各サンプルは発信

MAベースとし、推移律を満たす形で修正した

Fisher Ideal指数で通話量指数及び通話料金指数

を推計して分析に用いた。つまり、発信MAが

MA１～MA５６７のクロスセクション、計測年度

が９６年度～９８年度のタイムシリーズでパネルデー

タとなっている。

１）通話量指数及び通話料金指数

通話量指数・通話料金指数共に、NTTとNCC

に分けて計測され、県内市外の通話量指数・通話

料金指数、県間通話の通話量指数・通話料金指数
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を、それぞれ計測した。

加入電話の最小区画であるMAは全国に５６７

あり、従って、各事業者別に５６７×５６７のMA

間通話データが得られる。MA間距離はNTTの

方形区画距離座標という座標があり、この座標は

１単位２㎞となっていることから、この座標デー

タを用いてすべてのMA間距離を計算した。こ

うして計算された各MA間距離に加えて、隣接

MAを考慮し、加入電話間の距離段階別料金表に

あわせた５６７×５６７の物理距離行列を作成した。

また、各MAが属する都道府県はNTTから公開

されているため、それを用いて、事業者毎に通話

量を県内市外通話、県間通話の別に距離段階（隣

接区域、～２０㎞、～３０㎞、～６０㎞、～１００㎞、～

１７０㎞、１７０㎞以上、（NTTでは１００km以上は

同一区間））で集計した。

通話料金のデータは電気通信役務報告書（上記

トラヒックデータ）に各事業者の距離段階別の通

話料収入と通話時間合計があるため、通話料収入

を通話時間で除することにより距離段階別平均通

話料金を算出した。また、各距離段階別平均通話

料金は総務庁消費者物価指数統計による都道府県

庁所在地別総合消費者物価指数（帰属家賃を除く）

により実質化し、実質距離段階別平均通話料金と

した。そして、各距離段階別の実質平均通話料金

及び各距離段階別通話時間を発信 MA毎に、

NTT，NCCについてそれぞれ県内市外通話・県

間通話の通話料金指数、通話量指数を下記の式に

従って計測した。

２）各発信MAの地域変数

今回の推計にあたっては、発信MA毎の「世

帯あたり実質所得」と「発信元加入電話加入数」、

また、各推計で対応した「着信先加入電話加入数」

を用いた。

各データソースは以下の通り。

世　　帯　　数：各年度住民基本台帳世帯数（日

経NEEDS地域総合）

所　　　　　得：「個人所得指標：課税対象所得」

日本マーケティング教育セン

ター（日経NEEDS地域総合）

消費者物価指数：総務庁消費者物価指数統計によ

る都道府県庁所在地別総合消費

者物価指数（帰属家賃を除く）

加　　入　　数：NTTの公表するMA別加入電

話加入数

ここで世帯数と所得についてはMA別のデー

タが存在するわけではなく、上記データは市区町

村別のデータである。ここでは、市区町村別の

データをMA別に集計し直して分析に用いた。

厳密に言うと各MAは行政単位に完全に一致し

ていない場合もあるが、ほとんどのMAでは市

区町村単位の行政単位の組み合わせでできている

ことから、今回の分析では上記データからMA

別地域データを作成した。

NTTのインターネットホームページでは各

MAに対応する市外局番及び市内局番が公開され

郵政研究所月報 ２００２．4 132

})(ln{
2

1
})(ln{

2

1
=ln ∑ ∑ *

,

}{∈ 各距離段階 i

}{∈ 各距離段階 i

}{∈ 各距離段階 i

}{∈ 各距離段階 i

i
s
i

s
ii

t
ii

F
ts ppwppwP  

})(ln{
2

1
})(ln{

2

1
=ln ∑ ∑ *

, i
s
i

s
ii

t
ii

F
ts qqwqqQ  w



ている。今回はこの市外局番及び市内局番を各市

区町村役場の代表電話番号とマッチングさせるこ

とにより、各MAの地域データを作成した。こ

の方法で作成したのは、各MA別世帯数及び、

各MA別課税対象所得で、これらデータから各

MA別「世帯あたり所得」を計算した。そして、

上記の都道府県庁所在地別消費者物価指数（帰属

家賃を除く）により実質化した。

また、加入数についてはNCCの加入数がMA

別には入手ができなかったために、NCCの推計

についてもNTTの加入数データを用いた。「着

信先加入電話加入数」については県内市外通話の

推計では、県内加入電話加入数から発信MAの

加入数を除いた数値を、県間通話の推計では、各

年度の加入電話加入数合計から発信MAが属す

る県の加入数を除いた数値をそれぞれ用いた。
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